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高度経済成長期から今日に至るまで，農業労働力の流出と，農業機械装備の

進展は顕著である。技術進歩の資本使用的パイアスと，労働・資本の相対価格

の上昇がこうした要素代替を促進したことは周知の事実であり，それが農家の

主体的な意志決定により達成されたことも異論のないところであろう。

日本農業における機械化の進展に対し，従来行なわれてきた研究は，主体均

衡論的見地から農家の最適化行動を想定した場合の資本ストックを導出し，そ

れを現実の資本ストックと比較することで，農家がある時点に保有する農機具

ストックの経済合理性を判断するといった静学的分析が主流だったように思え

る(1)。

本稿は以上の考えとは若干視点を異にし，農機具投資行動そのものに焦点を

当て，実際の投資がどのように行なわれてきたかを比較静学的に探り (2〉，その

行動原理の解明を課題としている。

後にみるように，農機具資本ストックは過去二十余年間，一貫して増加傾向

で推移してきた。しかし，投資は都府県各階層農家で 1976年度前後をピークと

して， 1981年度前後まで減少，その後再び上昇傾向を辿るといった循環的動き

をみせる。こうした変動を新古典派の投資関数を用いて説明し，農機具投資を
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規定している要因を定量的に把握することが具体的な目的である。

農業分野における投資関数の計測例は，必ずしも豊富ではない。泉田(13J，

市岡(l1J， 長南 (17Jによって，農業固定資本すべてを集計した投資関数が計

測されているが，その分析モデルは「いわば直観的モデ、ルであって，生産者の

最適行動から演鰐されるような理論を欠いているJ(3)。本稿で展開する投資関

数は，生産コストの割引現在価値を極小化するといった通常の生産者行動から

導出される点にその特徴がある。

以下第2章では，投資関数の計測に不可欠な農機具資本ストック額の推計結

果を示し，それに対し若干の考察を加える。続く第3章で投資関数の推計を試

みる。

注(1) 例えば，荏関津 (9Jの第 10章を参照。また，新谷 (19Jは第 10章で，農機具の生

産弾力性と分配率を比較することで，機械資本投入の経済合理性を検討している。

さらに土屋 (20Jは，資本スト -:;!Jの代わりに機械利用時聞を用い，同様の分析を

行なっている。

(2) 投資行動分析は，本来経済動学に属する。しかし現代の投資理論は依然として比

較静学的接近法に大きく依存している。詳細は本稿 3章 1節。

(3) 泉田 (13，22ページ〕。

2. 資本ストックの推計および推計結果の考察

投資関数の定式化のために使用するデータは『農家経済調査.ll(以下『農経

調』と略記する。)の各年度版「都府県」階層別データである。ここでは，資本

ストック額，投資額の推計方法および推計結果を示す。なお，都府県稲作農家，

都府県専・兼業農家についても同様に推計を試みる。ただし，稲作農家，専・

兼業農家の投資関数は賃金データ欠如のため計測は行なわない。

(1 ) 生産要素としての資本およびその評価

農機具資本ストック (K)は投資関数の定式化の際，重要な説明変数として

採用される。その場合，Kとはまさに資本の正確な生産能力を表現するもので
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なくてはならない。

農家の資本財に対する需要は，資本そのものへの需要ではなく，資本が生み

だすサーヴィス・フローに対する需要である。したがって，生産要素としての

資本という場合，資本ストックの稼働率の系列が必要となる。マクロレベルに

おける資本の稼働率は，製造業については，ウオートン方式，パーント方式，

通産省方式によって計測されているが，農業固定資本の， しかも農機具に限定

した場合の稼働率の測定は，技術的に困難を極める。したがって資本ストック

とそのストックから実際に発生するサーヴィス・フローの比率は一定であると

仮定して，この問題を回避する。

資本ストックを扱う場合，さらに困難な問題は減価償却の評価方法である。

減価は物的な減耗は勿論のこと，機能的減価(陳腐化〉によっても生じ，しか

も単位期間の減価が不可視的に行なわれる。それらをすべて考慮して正確な減

価を計上することは，まず不可能といってよい。そこで農業固定資本の償却方

法は『農経調~，各『生産費調査』においては定額法が採られ，この減価償却費

を粗固定資本額から差し引いた純固定資本額が各統計に表示しである。

ところで，生産要素の 1っとして固定資本を考える場合，粗資本ストック，

純資本ストック，どちらを選ぶべきであろうか。定額法による減価が会計上の

ものであり，これが実際の減耗分を表わさないことは明らかである。

第 l図はアメリカの 754戸の農家を対象として，農業用トラクター 1台当た

りの経過年数に対応する減価の推移を，修繕費の時系列データを基に推計した

結果である(1 )。横軸が購入からの経過年数 (nは耐周年数で 16年)，縦軸はト

ラクターの価値比率で，購入時を 1としている。ム曲線が計測結果，12， 13はそ

れぞれ廃棄価値=0とした場合の定額法，定率法による減価である。 1，曲線に

従うと， トラクター購入5年後で，購入価値〈生産能力)の 99%， 10年後でも

92%が維持され， one-hoss-shayの仮定 (1。曲線に従う減価)を概ね満足させ

ていることになる。以上のことがすべての農機具について正当であると仮定し

て，ここでは粗固定資本ストックが生産能力を表わすと考える。

最後に資本を取得価格で評価するか，再取得価格で評価するかの選択である。
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o 

E。

n 経過年数

第 l図農業用トラクターの生産能力の低下
出所:引用文献 (7). 

注.11曲線について:購入からの経過年数を m とすると ，m
年後の残存価値Rmは次式で表わされる。

0.OII72m2-0.∞049m3 6m2-IOOm+49 
Rm=I+ ・

山 lー (0.01I72m2-O. 00049mつ lぴ

これについて問題はなかろう。取得価格で評価した場合，全く同ーの生産能力

を有する資本財が，価格変動だけでその評価が異なってしまう。したがって，

当然再取得価格評価の資本ストックが選ばれる。

以上の点を勘案し，次節で推計される資本ストックは，再取得価格評価の粗

資本ストックであれそれは資本が生みだすサーヴィス・フローと比例関係に

あると仮定する。

注(1) Penson， J. B. (7)参照。

(2) 推計方法と推計結果

『農経調』の固定資本は一貫して純額表示であるが， 1961年度から 1966年度

までおよび 1973年度から今日に至るまでは取得価格評価，それ以外の年度は

再取得価格評価である。したがって時系列分析の際，上記の資本評価方法の変

更を無視し， ~農経調』のデータをそのまま用いることは避けなくてはならない。

さらに，投資額，資本ストック額を分析対象として同時に扱う場合 t期首実

質粗資本ストック額 (Kふ t期実質粗投資額 (Glt)， t期実質除却額 (Bt)の
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間に以下の関係が成立していることを必要とする。

Kt+1=Kt十Glt-Bt…...・H ・..……………...・H ・…………・・………(2.1)

そこで本稿では，泉田(l2Jの農業用建物資本ストック額の推計方法をもと

に農機具資本ストック額について独自の推計を行ない，投資関数を計測する際

のデータとする。

まず組投資額(農機具購入額一売却額)を粗資本形成デフレーターを用いて

第 l表都府県平均農家における農機具組資本ストック額(K)，粗投資額 (GI)，

除却額(B)，純投資額 (N乃 (1975年度基準〉
〈単位・ 1，∞0円〉

K GI B NI 

1960年度 442.9 28.7 28.3 0.4 

61 443.3 38.1 28.3 9.8 

62 453.0 39.6 2ヲ.0 10.6 

63 463.7 47.4 29.7 17.7 

64 481. 4 50.7 30.8 19.9 

65 501. 3 57.1 32.1 25.0 

66 526.4 60.8 33.7 27.1 

67 553.5 57.3 35.4 21.ヲ

68 575.4 63.6 36.8 26.8 

69 602.2 75.3 38.5 36.8 

70 639.0 72.4 40.9 31. 5 

71 670.5 70.8 42.9 27.9 

72 698.5 87.6 44. 7 42.9 

73 741. 4 109.9 47.4 62.5 

74 803.9 117.1 51. 4 65.7 

75 869.6 138.6 55.6 83.0 

76 952.6 149.0 60.9 88. 1 

77 1，040.6 147.0 66.5 80.5 

78 1， 121. 1 141. 8 71. 7 70. 1 

79 1， 191. 2 141. 3 76.2 65.1 

80 1，256.3 124.9 80.3 44.6 

81 1，3∞.9 113.0 83.2 29.8 

82 1，330.7 116.2 85.1 31. 1 

83 1，361. 8 120.2 87目 I 33.1 

出所:Ii'農家経済調査』各年度版. Ii'昭和 45年国富調査.!I.

注.転換倍率は大農具で 2.004，集合農具で 2.728，除却率は 6.395%. 
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第 2図都府県農機具粗投資額の推移 (1975年度基準〕

出所，注第 l実主閉じ.

実質化する。次に 1970年度の『国富調査(1 ) j]の粗資本ストック額と純資本ス

トック額から転換倍率をもとめ，これを 1967年度から 1972年度にかけての転

換倍率の値とする。大農具の転換倍率は 2.004であった。『農経調」が減価償

却を定額法で評価していることからすると，これは極めて妥当な数字である。

『農経調』の資本評価は 1967年度から 1972年度まで再取得価格評価の純資本

ストック額であるので，これに先ほどもとめた転換倍率を乗ずれば，再取得価

格評価の粗資本ストック額(2)が得られる。

さらに， (2.1)式から 1968年度から 1971年度までの実質除却額をもとめ，

この期間の除却率(実質除却額が期首の実質粗資本ストック額に占る割合 :Bt

/Kt)の平均値をすべての年度の除却率の値とする。この仮定は資本ストック
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平 均 日

1960 62 64 66 68 70 72 74 76 78 80 82年度

第 3図都府県農機具資本ストック額の推移 (1975年度準〕

注.出所，注は第 1:表と同じ

の推計にとってかなり厳しいものであり.改善の余地があろう(的。

最後に， 1970年度を基準年度 (benchmark year) として，各年度の期首

資本ストック額，粗投資額，除却額，純投資額を (2.1)式から推計した。基準

年度は 1967年度から 1972年度のいずれでもよいが，ここでは 1970年度を選

んだ。なお『農経調』は調査期聞が4月 1日から 3月 31日であるため，期首と

は4月 1日時点である。また，最下層農家 (0-0.5ha)については， 1971年度

以前の階層区分がo-0.3 ha， 0.3-0.5 haに分割されているため，それぞれの

集計農家戸数をウエートとして， 0 -0. 5ha階層の値とした。

さらに同様な方法で稲作農家についても推計を試みる。ただし， 1966年度以

前の粗投資額のデータが欠如しているため，粗資本ストック額，除却額，純投
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資額の系列も 1967年度以降しか得られない。除却率は都府県平均よりやや過

大であった。また専・兼業農家については， 1969年度以前の粗投資額のデータ

が欠如しているため， 1967年度から 1969年度の粗資本ストック額は， 転換倍

率を『農家の形態別にみた農家経済』表示の純資本ストック額に乗じ，さらに

都府県データから得られた除却率をもとに， (2.1)式を満たす系列を作成した。

第 l表，第2，3図，付図が推計結果である。

注(1) 11国富調査』における農業固定資本額の基礎データは『農経調』であるため，転

換倍率を『国富調査』からもとめたとしても問題なかろう。

(2) 名目粗資本スト~!1額を実質化するのは粗資本形成デフレーターでよいことが証

明されている。泉田(12，159ページ〕参照。

(3) 例えば，農機具の出荷台数，普及台数統計および『農村物価賃金統計』から，各

年度の除却率をもとめることも不可能ではない。ただし，各種農機具の普及，出荷，

価格の対応が明確でなく， IE確な除却率は計測できないと考えた。

(3) 資本蓄積，その過程と要因

第2表は都府県各階層農家における実質農業粗生産額 (Q，以下「生産額」

と略記する。)，自家農業労働投下時間 (L，以下「労働時間」と略記する。)，

農機具資本額 (K，以下「資本額」と略記する。)， K/Q， K/Lおよび Q/Lの

年当たりの成長率を 1963年度から 1983年度にかけて計算した結果である。な

お，専・兼業農家，稲作農家については付表に示す。

K/Q， K/L， Q/Lは，それぞれ農機具資本係数(以下「資本係数」と略記す

る。)，農機具資本装備率(以下「資本装備率J~略記する。)，労働生産性を表

わし

ln(Q/L)=ln(K/L)一ln(K/Q)...・ H ・..…...・H ・-…...・H ・H ・H ・..…(2.2)

なる恒等式が成立する。さらに (2.2)式の両辺を時間で微分し，G(x)をZ の

成長率とすると，以下の関係式が導出される(1)。

G(QjL)=G(K/L)-G(K/Q) ...・H ・.....・H ・.....・H ・..……...・H ・..(2.3)

また第 3表は， fi農村物価賃金統計」より得られる生産物価格 (p)，農機具価

格 (p，w)， 賃金(2)(W)および相対価格〈ρ.v:/p)，(PM/W)の変化率を表わし
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第 2表都府県各階層農家における生産額 (Q)，労働時間 (L)，資本額 (K)

の年当たり成長率
(単位:5の

÷|÷l÷民ltlt
年度

1977-1983 I 0.62 I ーJ.80 I 4. 64 I 4. 01 I 6. 44 I 2. 43 

全期間! 4.08 

1963-1969 -0.77 -5.31 -0.20 0.58 5.12 4.54 

1970-1976 0.70 -2.06 4.25 3.55 6.85 3.30 

1977-1983 -0.94 -2.93 4.11 5.05 7.03 J. 98 

全 期 間| 3.42 

1963-1969 J. 53 -2.89 4.19 2.66 7.08 4.42 

1970-1976 1. 66 -3.10 5.90 4.24 ヲ.00 4.76 

1977-1983 -1. 41 -2.86 4.34 5. 75 7.20 1. 45 

3.44 

1963-1969 3.08 -1. 54 6.31 3.23 7.85 4.62 

1970-1976 J. 74 -2.94 7.56 5.82 ¥0.50 4.68 

1977-1983 -1. 69 -3.25 3.79 5.47 7.04 1. 57 

3.62 

1963-1969 3.18 - J. 77 6.12 2.94 7.89 4.95 

1970-1976 1. 89 2.77 8.27 6.37 11. 04 4.66 

1977-1983 0.82 - J. 64 4.02 3.21 5.66 2.45 

3.91 

1963-1969 3.06 -2.19 6.57 3.51 8. 76 5.25 

1970-1976 4.46 -1. 87 9.56 5.10 11.43 6.33 

1977-1983 1. 62 一0.99 5.01 3.39 6.0コ 2.62 

全期間| 4.36 

出所:Ii農家経済調査.lI.

注.原系列をすべて 3年間移動平均した後に期間内の年当たり成長率をもとめる.ただ

し 1962年度以前の労働投入時間データは明らかにそれ以降と不連続が生じているた

め， 1963年度のLの値は移動平均せずに成長率を計算した.
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第3表生産物価格 (P)，農機具価格 (PM)，賃金 (W)等の変化率

年度年度
1963-1966 8.22 12.05 

1966-1ヲ69 5. !o 14.48 

1970-1ヲ73 10.17 19.26 

1973-1976 12.96 16.65 

1977-1980 3.37 6.99 

1980-1983 0.82 4.59 

全期間 6.42 12.26 

出所. Ii農家経済調査Jj， Ii農村物価賃金統計Jj.

注.変化率の値は年率換算しである.

0.51 -7.70 

1. 13 -3.97 

7.21 -2.96 

9.22 -3.74 

2.13 -1. 24 

1. 68 0.86 

3.46 -2.96 

(単位:%) 

PM/W 

(3)ー (2)

-11. 54 

一13.35

-12.05 

- 7.43 

- 4.85 

- 2.92 

- 8.80 

ている。さらに第4図は都府県平均農家について，要素価格，資本装備率等の

推移を 1975年度を 100として図示したものである。それぞれの曲線の勾配は，

第 2，3表の成長率に対応している。

投資関数を計測する前に，相対価格，生産額等の推移と，前節で推計した粗

投資額および資本ストック額の推移の関連について考察を加えておきたい。

労働から資本の代替，すなわち資本装備率の上昇が，PM/Wの下落によって

もたらされたというのは通説である。高度経済成長期の賃金上昇率は 15%前

後を維持し 1うM/Wの下落率は 10%を超えていた。低成長期に入札賃金上

昇の鈍化を反映し，P，y/Wの下落割合が小さくなると，粗投資額は 1976年度

を境に減少傾向をたどり始める。その結果，都府県平均農家について， 1970年

度からの6年間と翌年度からの6年間の資本装備率の成長率は年率にして 10.0

%から 6.4%へと大きく低下している。 1963年度からの 20年間で上層農家ほ

ど資本の集約化を達成していることも第2表より看取できるが，労働から資本

への要素代替が急激に進展したのは，各階層とも相対価格 (PM/W)の下落が

著しい高度経済成長期であったことが指摘できる。

次に生産額 (Q)と粗投資額の推移に注目する。生産額と資本蓄積について
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第 4図 要素価格，資本・労働比率等の推移 (1975年度 l∞，都府

県平均，縦軸は対数日盛〕

出所:第 3表と同じ.

注.K/Qについては，その逆数である資本生産性を示す.
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は一方的な因果関係を規定することはできない。投資が一定の懐妊期間を経た

後に増産に寄与する側面と，生産量，または生産計画に基づいて生産者が資本

財を購入するといった側面，相互の影響が存在するからである。投資関数にお

ける生産額の扱いについては次章以降で検討する。

。-0.5ha層農家を除いた生産額の正確な推移は後に示す第5図のとおりで

ある。1.5 ha以下の 2階層の農家については，粗投資額，生産額ともに 1975年

度前後を 1つのピークとして推移するが， 1.5ha以上の 2階層の農家について

は，分析期間内における生産額は停滞，ないし増加傾向で推移するものの，粗

投資額は小規模階層同様， 1975年度前後以降減少している。したがって，投資

の減少局面においては経営耕地面積の大小lこより生産量の変動が，投資に異な

った影響を及ぼしていることが予想される。

もちろん機械化の進展は相対価格，生産額だけによって説明されるものでは

ない。 1970年度から 1976年度にかけての資本ストックの急激な増加(第2表

参照)は石油ショック期におけるインフレーションがもたらした技術進歩の資

本使用的パイアスの結果である可能性も強い付〉。すなわち，名目利子率が政策

的に硬直化されている場合，インプレーシヨンの進展が実質利子負担の軽減を

もたらし，資本の集約化を招くのである。有名なフイツシャ一方程式として定

義される実質利子率(=名目利子率一期待インフレ率)が資本蓄積にとって重

要な役割を果たしている。投資関数の推計においては，名目利子率を農業近代

化資金利子率で代表させ0)，期待インフレ率については，過去3カ年の価格上

昇率を仮定した。

最後に機械化による農業生産への貢献について触れておきたい。資本係数

(K/Q)は資本生産性の逆数であり，この値が小さいほど資本の生産効果は大き

いことになる。また， (2.3)式より資本係数の成長率は労働生産性 (Q/L)の成

長率に対し，マイナスの効果として作用する。しかし，資本装備率の成長率が

どの階層区分，どの時期区分をとっても資本係数の成長率を上回っているため，

労働生産性の成長率は正値を維持している。ただし，近年における労働生産性

の成長率の停滞は，どの階層でも著しい。
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注(1) KIL， KIQのKは建構築物，動植物等を含めたすべての固定資本として定義され

るのが一般的であるが， (2. 2) (2. 3)の関係式はKとして農機具資本だけを取り上

げても変わるものではない。農業における労働から資本への代替過程が農機具導入

によってなされてきたことを勘案すると，国定資本として農機具闘定資本のみを取

り出す方が，K!Lのもつ意味を明確化できると考える。

(2) 農業労働賃金として何を採るかは，農業経済における課題の 1つであるが，ここ

では一応，農業労働の横会賃金として，兼業労働の報酬を採った。具体的には， w長

経調』表示の「労賃手当等収入(農外収入)Jを「家族員賃労働時間Jで除したも

のである。以下，本稿の賃金とは，この兼業賃金を指す。

(3) ただし，農機具購入に際しての交易条件(農機具と農業生産物の相対価格〕はこ

こ数年で悪化した。

(4) イ γ フレーショ γ が機械化を推進するメカニズム (inflation induced bias in 

technology)については，前掲荏関津 (9，176-194ページ〕参照。

(5) ここでは資金のコストとして借入金利子率を考えており，自己資金利子率を含め

た資金コ λ トの問題には立ち入らなかった。これは主に資金コストについて理論的

な整理がなされていない点を考慮してのことである。詳し〈は小宮，岩田(15，73 

-79ページ)を参照。

3. 投資関数

(1) 重論モデル

ジョルグンソンに代表される新古典派の投資関数は以下， (i )-(vi)の仮

定の下に導出される(1)。

( i ) 生産物市場，生産要素市場は完全競争市場であれ生産者は価格を所

与として行動する。

(ii) 資本が生みだすサーヴィス・フローはストックに比例すると仮定し，

収穫逓減の生産関数

Q=F(L，K)………"，・ H ・.....・ H ・"……".・ H ・"……".・ H ・.....・ H ・..(3.1)

を想定する(2)。

(iii) 資本は可塑的であり売買可能である。

(iv) 生産者は企業利潤の割引現在価値の極大化，ないしは生産コストの割

引現在価値の極ノl、化を目的に行動する。
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(v) 毎期毎期の名目利子率(i )は一定と仮定され，生産物価格 (p)，賃

金 (W)，資本財価格 (PM)の予想、系列は与えられる。

(vi) 資本市場は完全競争であり，資本の外部制限は存在しない。

以上より (t+l)期首における最適資本ストック Kt+，*が Ct/Wt，Qtの関数

として与えられる(3)。ここで，Ct=P即 {d+i一(hf!+1-PM!) / PM!}であり ，d 

l土減価償却率である。 Ctは一般に資本の usercostまたは新古典派変数とよば

れ，文字どおり資本財使用の代価である。資本のはsercostを減価償却費と利

子費用の和とするのは当然の考え方であるが， capital gain (PMt/ PM!)を以上

2つの和から控除する点については説明を要する。 capitalgainとは資産の価

格変動によって生じる所得のことで，その資産を売却せずに保有し続けても発

生する稼得である。

ジョルゲンソン (4Jはこの capitalgainを考慮した usercostと capital

gainを無視した usercostの双方を投資関数の推計に用い，前者の説明力がよ

り高いことを検証し， capital gainの項をいれた usercostの正当性を証明し

た。しかし，土地以外の固定資本の保有について capitalgainを含めた user

costが現実の生産者行動を規定しているとは考え難い。例えば，農機具等が一

度購入されると，それは capitalgainを得るための資産というよりは単なる生

産資材として農家に固定化してしまう。すなわち仮定(iii)は明らかに非現実

的なものとなる。

そこで，実際の最適資本ストックの決定要因としては， us巴rcostの i-PMt

/PM!の部分を独立に取りだし，これを実質利子率 (rt)と考え投資関数の一説

明変数とする。ただし，その場合 PMt/PMtは資本財価格の期待上昇率 (PMt/

tぜt)E(添字Eは期待を表わす。)であることが望ましいため，ここでは前述の

とおり過去3カ年の価格上昇率の平均を仮定した。(第4表参照。)

以上より (t+l)期首における最適資本ストック Kt+グを以下のように定式

化し，関数型は線型を仮定する〈的。

Kt+t *= f(PMt/Wt， rt， Qt)・........・ H ・-… H ・H ・...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・..・(3.2)

次に実際の投資支出を以下 (3.3)式のように捉える。
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第4表農業近代化資金利子率 (i)，大農具価格上昇率 (PM!PM)，実質利子率 (r)
〈単位:%) 

PM!PM f 

lヲ67年度 6.00 1. 32 4.86 

68 6.00 0.00 4.99 

69 6.00 1. 30 5. 13 

70 6.00 2.75 4.65 

71 6.00 1. 79 4.05 

72 6.∞ 2.63 3.61 

73 5.50 11. 28 0.27 

74 6.00 25.81 -7.24 

75 6.50 5.49 -7.69 

76 6.50 2.66 -4.82 

77 6.50 1. 69 3.22 

78 5.50 2.33 3.27 

79 5.00 2.06 2.97 

80 6.00 6. 16 2.48 

81 6.50 2.30 2.99 

82 6.0コ 2.35 2.40 

83 6.00 0.86 4. 16 

出所:[j農村物価賃金統計j]， Ii'農林水産金融の動向j]. • 注.rはi1EωM/PM)ト川としてもとめた.

Glt=W(L)(Kt+l*-μKt)+dKt…..，・ H ・H ・H ・.....・ H ・..…………(3.3)

Lはラグ演算子で LnXt=Xt_n等の性質をもっ一種のダミー変数であり， μは

資本ストックの最適稼働率を表わしている。 (3.3)式の W(L)は確率分布関

数と考えてよく， (3.3)式は以下の (3.4)，(3.5)式と同値である。

Glt=LJ wk(Kt+1_k*-pKt_k)+dKt.・..……...・ H ・-・………...・ H ・.(3.4)
k=O 

LJ wk=l ・…・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3.5)

すなわち t期の粗投資を過去の最適資本ストックと現実の資本ストックと

の差の加重平均に減価償却を加えたものと考えるのである(り。また(3.4)式が

投資支出に伴うタイム・ラグそのものを表現しているといってよい。確率分布
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の型は様々考えられるが，一般的には有理型分布

。+α，L+α2L2+…
W(L)= 

s.+s，L+s2U+... 

である o W kの系列および (3.5)式と W(L)については以下の対応関係が存在

する。

akW(O) / 
戸一一一一 jkノ リ=0，1，2，…}...・ H ・-…...・ H ・....・ H ・.....・ H ・(3.6) 

δU / 

W(1)=1 

現実の τVkについては，W.>τV，>ω2>…を想定して，本稿では，

1-A 
W(L) =一一一 (O<A <1) ・...・ H ・...・ H ・-…....・ H ・..…...・ H ・-…・・(3.7) 

1-AL 

という， コイツク・ナーロブ (Koyck• Nerlove)分布を仮定する。したがっ

て (3.6)式より

初島=(1ーのが (k=O， 1，2，…〕…...・ H ・.....・ H ・.....・ H ・H ・H ・..……(3.8)

となる。さらに (3.7)式を (3.3)式へ代入し

1-λ 
GI，= 一一 (K，+，*ーμK，)+δK，…・・…・....・H ・..…ー……・・…・・・・(3.9)

1一式L

を得る。 (3.9)式の δKtを移項して

l-A 
Nlt=一一一(Kt+t*ーμKt)

1-n 

としてもよいが，Nlt (純投資〉の系列が除却率の値によって若干変動してし

まうため， (3.9)式を推計式とする。 (3.9)式を整理して次式を得る。

Glt=AGlt_，+(1ーのKt+グ十(0十Aμ-μ)Kt-AoKt_l

上式の最終項について M与Oと見な十ことで

Glt=AGlt_，+(1ーのKt+t*+(o+Aμ-μ)Kt・H ・H ・..…...・ H ・..…(3.10)

となる。

以上の理論構成はジョルゲンソン・モデ、ルと必ずしも同一ではないが(6〉，実

際の投資が企業の最適化行動から演揮された最適資本ストックへの調整過程に

おいて発生するという点において，新古典派の考え方は共通している。
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注(1)蓑谷 (16，34ページ〕および浜田(lOJ参照。

(2) 経営耕地面積階層ごとのデータを時系列で扱っているため，土地投入量は一定で

あると仮定されている。したがって労働，資本の投入に関しては収穫逓減である。

(3) t期の利潤 (Rt)および粗投資額は次式で与えられる。

Rt=ptoQt-WtLt-PMtoGlt ...・ H ・H ・H ・.....・ H ・H ・H ・..…...・ H ・H ・H ・..……①

Glt=Kt+l-Kt十dKt.......................................・・・..................・・・・・・②

げは償却率)

仮定より

(T  R Max V=2J←一一一一
t~ (1 +i)t 

s. t (3. 1)，② 

が企業の最適行動である。 1階条件は oVjoKt土 U iJVjiJLt=u (t=1，2，. 

T)であり，これを整理して iJFjiJKt= ct!Pt iJFjoLt =Wt!めを得る。これ

らをKについて解くことで最適資本λ トツ クが得られる。前掲蓑谷(16，35-37ペ

ージ〕参照。ただし本稿の実証で用いられる Kホは，資本のユーザーコストを既知

とした上で生産コストを最小化することから導出されるため，相対価格と生産額の

関数となる。

(4) K什♂の specificationについては Nadiri，M.I.， and Rosen. S. (6J， Rayer， 

A. J.， and Cowling. K. (8Jを参照。なお生産額 Qtは利潤極大化の仮定の枠内で

は内生変数であり，その場合，Kt+，*は価格だけの関数となる。 Qtの取り扱いに

ついては次節で検討する。

(5) 新古典派における最適粗投資額 Glt*は次式で与えられる。

GIε*=Kt+，*-Kt十iJKt

ところが， Glt*をどの程度の時聞をかけて実現すべきかが理論的に定まらない。

そこで新古典派は (3.3)式のような調整方程式を導入することで投資を説明しょ 5

としたのである。すなわち Kt+t*が決まった後に調整メカエズムを付加的に仮定

するといったご本立の理論構造になっている o しかし，実際の企業行動としては，

投資支出に対しでも何らかの価値判断が働いているはずであり，それを内生的に説

明できない点がこのモデルの欠点となっている。詳細は前掲蓑谷 (16，206-232ペ

ージ〕。

(6) ジョノレゲンソン・モデルは以下で定式化される。 Jorgenson，D. W. (3J参照。

Glt=W(L)(Kt+，*-Kt*)+iiKt 

本稿のモデノレ

Glt =W(L) (Kt+t*-Kt) +dKt 

は Griliches，Z. (2Jに近い。
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(2) 投資関数の推計

(3.2)式を (3.10)式へ代入して

Glt=a， +a，rt+a3(1うM/W)t+仏 Qt+a5Glt_， +a.Kt ...・H ・..……(3.11)

を得る。満たすべき符号条件は

a，<O a3<0 a.>O 0<仇 =A<1 a.<O 

である o a. <0についてであるが，これは資本が増加すると，生産設備をそれ

以上拡張する必要が減少し資本ストックの増加は通常，投資に負の効果をもっ

と考えられているためである。しかし， (3.10)式よりわかるとおり偽(=0+μ

0-1))の符号条件については必ずしも理論的説明付けがなされているわけで

はない。

さてここでは最適資本ストックの決定要因の 1つである実質農業粗生産額

(Qt)の取り扱いについて，検討してみたい。一般に費用最小化問題は，生産

要素価格，生産量を所与として，生産関数を制約条件とすることで解くことが

できる。さらにその一階条件から要素価格，生産量を外生変数とする条件付要

素需要関数が導出される。その場合 Kt+グの決定要因として t期の生産量

(Qt)が実証において最適か否かが問題となる(1)。すなわち生産者が今期末の

最適資本ストック (Kt+t*)を決定する場合，今期中における生産量の偶発的な

変動は Kt+t*とは無関係であり， したがって (3.11)式の Qtは生産者が通常

予想するであろうある程度恒常的な生産量 (QtE)であることが望ましい。こ

れは消費関数における恒常所得仮説に近い考えであり，具体的な予想生産量と

しては，主に過去の生産量の推移等を想定する。

今，QtEとQtとの聞に次式が成立すると仮定する。

Qt=QtE+et 

上式ののは気象変動等の影響による予想し得ないランダムな生産量の変動で

ある。さらに以下 (3.12)式が QtE を決定しているものとする。

(3Qt-l +2Qt_，+Qt_， Qt-，-Qt-2 ¥ 
QtE=g( 一一一 一一一一一，tt かい1)…H ・H ・(3.12) ¥ 6 Qt-2 ' r.  r .，-， / 

iうは生産物価格指数を農村物価指数で除したものである。 QtE の系列としては
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第5表 (3.12)式の推計結果

I ~ff(~ I~肝却札払Qιι-→寸1定数項 P P_1 友2 I D.W Q 1 - 1 --， 1 

ha 1 280.061 0.6129 1 7.42511 14.43351ー 11.099611 
0.5-1. 0 1 11 0.65421 

(2叫 1 (1.88)1 (2.19)1 (1日)11 0.
6542

1 2. 168 

51193561 07仰 |130486|吋 431251
|(5.41) 1 (1刊(1.8η (1∞)11 0臼

-2.0 11

ドド一一
1は刊刈一一4ω似山…9列山山4.5ω5印Oα0.76ω I 12μ山山山山3幻叩制飢2幻山川11川l引l一 iト円一一→4引2目山4.2幻7

|(5均 1 (1し.沿♂87吋7
|日Il.し.17刀3.25日 o仏.920ω7 1 14.60641 1ぬ5.93お36創|一22.3包20ω吋3

1
1

1 . (α6 幼 1 (ο1.0白Eの(0.54)1 (0 飢刊州寸)11 0.
7987

1 
~ 

出所 :11農家経済調査~. Ii農村物価賃金統計~.

注. ( )内は t値である.

(3. 12)式の QtEへ Qtを代入した上で，線型回帰を実行し Qε の推定値 Qtを

QtEと見なすのである(2)。生産者が Qtの期待形成に際し，過去を全く顧みな

いのであれば. (3. 12)式の仮定は無意味なものとなってしまう。したがって以

上の考えが意味するところは，生産者が (3.12)式で表現されるような期待形

成を行なっていると想定した場合の試算にすぎない。生産者が実際に行なう期

待形成については，投資に係わる本質的な問題であり，さらに検討を要する課

題として残される。 (3.12)式の計測結果と Qtの系列は，それぞれ第5表，第

5図に示すとおりである。投資関数の推計段階では QtEとして Qtの他に

Qt-l. 2j Qt_k/3も考慮した。
k=O 

以上の準備段階を経て投資関数を推計した結果が第6表である(3)。自由度を

確保するため 2つの階層ごと [0.5-1. Oha 層と 1.0-1.5 ha 層(以下階層I)

および1.5-2. 0 ha層と 2.0ha-層(以下階層ll)]にデータをプールしてパラ

メータの推計を行なった(4)。また計測期間は 1967年度から 1983年度に限定し

た(5)。回帰式 (j)-(v)は説明変数に若干の変化をもたせた結果である。階

層 Iについて，実質利子率，資本ストックの回帰係数の t値が小さい点など改

善の余地はあるが，それ以外はほぼ満足すべき結果が得られた。なお第6図に

回帰式 (v)の内挿結果と実績値を示した。
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注(1) Nadiri， M.1.， and Rosen. S. (5， 464ページ〕参照。

(2) Birch， E. M.， and Siebert， C. D. (1 Jを参照。なお， (3.12)式の説明変数と

して， トレンド項，JQ/Qの代わりに JQをいれて回帰を実行したが，(;tの系列

は大会〈変わるものではなかった。

(3) QtE が実際の Kt+t*の決定要因であるにもかかわらず， (3.11)式で QtE の代わ

りに Qtを説明変数として得られた推定パラメータは一致性をもたなし、。ピγデイ

ツク(18，153ページ〕参照。また (3.11)式に系列相関が存在する場合，G1t-.が

先決されると L、う考えは成立しなし、。この点については，ダーピ γ ・ワト '1:/統計

量に代わり ，h統計量で系列相関の有無が検定可能である。

(4) 0 -0.5 ha 層農家の投資関数は推定パラメータが不安定であるため， 計測の対象

からはずしである。

(5) 本稿では投資関数を単一方程式で推定するため，農機具供給側の条件を一様にす

る意味から，農機具の新機種登場以降にのみ注目し，投資関数の計測期間を 1967年

度から 1983年 j支に限定した。これは『農経調』の標本替えも考慮した上での処理で

ある。なおここでいう農機具の新機種とは，乗用トラクター，バイ γダー，コ γパ

イン，田植機等を指す。

(3) 推計結果の考察

1) 分布ラゲ

く3.3)式，またはく3.4)式で表現されるような投資支出に伴うタイム・ラグ

が，何故発生するかについては，資本財を購入する際の技術的要因，例えば設

備の見積り，発注，引渡等の遅れをその原因の lっとして挙げることができるo

しかし，タイム・ラグ発生の最大の要因は，資本財需要において生産者自らが

行なう内部制限であろう。農業における資金の外部制限は，財政資金，系統資

金等の制度融資の充実により，ほぼ消滅したことが通説となっているが〈り，資

本(または資金)の内部制限は，生産量，価格の不安定性といった農業固有の

経済環境の下では，早々に解消される問題ではない。

生産者にとって，投資の決定は同時に将来の資本ストックを決定することで

もある。 t期末の最適資本ストック (Kt+t勺と t期首の現実の資本ストック

(Kt)との差を丁度埋め合わすべき投資が行なわれ Kt+l*=Kt+tを達成した

としても Kt+lが t十1期以降の生産水準に最適であるか否かは不確実である。
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したがって Kt+，*-Ktを一挙に解消しようとせず，生産者自身が自己抑制しな

がら，部分的に最適資本ストックへ向けての調整を行なうことは，むしろ生産

者の合理的な投資行動と考えてよいであろう (2)。

第6表に示した各回帰式の Glt_，の回帰係数(これは (3.11)式の《であり，

(3.8)式の 1に等しい。〉が分布ラグを決定する値である。この値が小さいほど，

投資支出に伴うタイム・ラグが短縮されることを意味している。第7表に (3.8)

式から計算した分布ラグを示す(3)。例えば，階層Eの回帰式(i )式に従う

と t期の粗投資は次式で与えられることになる。

Glt=O. 345(Kt+，*-Kt)+0. 226(Kt*-Kt_，) 

十0.148(Kt_，*-Kt_2)+'"・H ・..+dKε

また第 7表の LJωhの欄から今期の純投資の大半(階層 Iでは 90%以上，階

層Eでは 80-90%)が，今期も含めた過去3年間の最適資本ストックへの調整

過程で発生していることも明らかとなった。

第7表投資支出に伴うタイム・ラグ

階 層 I F皆 層 H 

回帰式 (i) (v) ( i) (iii) 

Wk  I~叫 叫 I~叫 叫 I~Wk Wk  I LJ叫

k= O 0.3449 

0.2478! 0.7ヲ46 0.2259 0.5709 O. 24821 O. 7057 

2 0.12811 0.8653 0・~ ~~~I ~・ヲ069 O. 1480 0.7189 O. 13471 O. 8403 

3 O. 0656! O. 9310 0.0509. O. 9578 0.0970 0.8158 0.07311 0.9134 

4 0.0337 0.9646 0.0231 0.9809 0.0635 0.8794 0.0396 0.9530 

5 0.0172 0.981ヲ 0.0105 0.9913 0.0416 0.9210 0.0215 0.9745 

6 0.0088 0.9ヲ07 0.0047 0.9ヲ61 0.0273 0.9482 0.0117 0.9862 

7 0.0045 0.9ヲ52 0.0021 0.9982 0.0179 0.9661 0.0063 O.ヲ925

8 0.0023 0.9976 0.0010 0.9992 0.0117 0.9778 0.0034 0.9ヲ59

9 0.0012 0.9987 O.∞04 0.9996 O.αコ77 0.9854 0.0019 0.9478 

10 O.α)()6 0.9994 0.0002 0.9ヲ98 0.0050 0.9905 0.0010 0.9988 

。。 O O O O 

注. (3.8)式および第 6表の回帰式における Glt-1の係数から計算した.
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第8表 a5(G1t-.の回帰係数〉の有意差検定

階 層 I 階 層 E
B 

a J V(a) d J Vω 1 -al I ゾ+時V(a司~I t 

( i ) 0.5126 0.0110 0.6551 o.α)62 -0.1425 

(iii) 0.4764 0.0187 0.5425 0.0103 -0.0661 

(v) 0.4532 0.0148 0.6442 o.α)95 -0.1881 

al-aUi 0.0362 0.1126 

、IV(m)+ V(alll) 0.1722 。目 1282

t 0.21 0.88 

al-av 0.0594 0.0109 

ゾV(m)+ V(av) 0.1605 O. 1250 

t 0.37 0.09 

注(1) V(a)は回帰係数a5の分散を表わす.

(2) A欄の alとは第 6表の回帰式(i )の G1t_.の係数，他も同様.

(3) B欄の a]とは I階層の回帰式の G1t_.の係数，他も同様.

0.1371 1. 04 

0.1702 0.39 

o. 1558 1. 21 

第8表は回帰係数a5について有意差検定を行なった結果である。 A欄が同一

階層における第6表の回帰式 (i )と (iii)および(i )と (v)の検定， B欄が

同一回帰式における階層 IとEの検定である。(jii)， (v)の回帰式における生

産量は，前節で導出された2JQt_k/3， Qtに対応しており，実際の生産量から，

ランダムな変動を控除した，ある程度安定的な推移をもっている口生産者が Qt!

ないし23Qω/3を基に Kt+t*を決定し，実際の投資支出がその均衡へ向けて

の調整過程で発生していると仮定するならば，生産量の推移が安定化している

ほどその均衡への収数速度は早く，投資支出に伴うタイム・ラグも短縮される

ことが予想される。計測結果からは確かに(iii)， (v)における a5 の値が (i)

式のそれより小さいことが看取できるが，そこには統計的に有意な差は存在し

ない。

次に階層の相違による投資のタイム・ラグについてである。第6表より 5本

の回帰式いずれも階層 Eのa5 の値は階層 Iのそれを上回っているが，第8表

から少なくとも (i )， (iii)， ( v )の各式について有意な差は検定できなかった。

経営耕地面積と投資のタイム・ラグの関連については，投資関数の推計だけか
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ら考察を加えることは困難である。

2) 投資変動の要因分析

(3.11)式の各変数について差分をとり，それを JGltで除すと以下の式が得

られる。

I 
dfe d(JhMJvddQtdGIe-1dkt 

一 一一一+a一一一一一一一+向一一一+a一一一一十 一一一=a
2 JGlt + a3

-

JGi-t 
-.  +a. JGlt 

-t-a
5 JGlt 

-t-a6 JGlt 

土式より，ある期間内の投資変動に対する各変数の寄与率をもとめることが

できる。投資関数の計測期間の内 1967年度から 1981年度の 15年間を 1976年

度で 2区分し，回帰式 (v)を用い各変数の寄与率を計算した結果が第9表で

ある。計測期間のAは投資の増加期間であり， Bは減少期間である。

第9表投資変動の要因分析
(単位:，の

r I作)I dQ Iι dK 

0.5 - 1. Oha 9.53 48.80 9.35 33.85 一1.52 

A 1.0-1.5 5.83 34.84 22.3ヲ 38.86 - 1. 91 

1. 5 - 2.0 11. 49 49.60 11. 83 55.9ヲ -28.91 

2.0 - 8.29 34.08 27.08 64.79 -34.24 

0.5 - 1. 0 20.82 -20.89 81. 24 14.80 4.04 

B 
1.0-1.5 10.34 -10.65 51. 57 45.68 3.05 

1. 5 - 2.0 lヲ.99 -16.80 6.69 43.12 46.99 

2.0 - 20.98 一17.81 -18.64 37.76 77. 71 

注. A: 1967 -1976年度.

B: 1976-1ヲ81年度. 

.:1Glt
_

1の寄与率を除くと，期間Aにおける投資の増加の大半は相対価格(PM

/W)の下落がもたらした結果である。既に本稿2章3節でみたとおり期間Aは

PM/Wが年率にして 10%内外で下落した時期であり， これにより相対価格の

寄与率が実質利子率，生産額のそれを凌駕したものと思われる。期間Bではい

ずれの階層も実質利子率の貢献度が，期間Aと比較して増加している。また階

層 Iについては生産額の減少がこの期間の投資の減少に大きく影響しているの

に対し，階層Eについては資本蓄積が投資誘因を弱めていることも明らかとな



った。

3) 投資支出の弾力性お

よぴダミー変数の解釈

第 6表の回帰式(v)より

階層I， IIについて各変数

に対する投資支出の弾力性

を計算した結果，その絶対

値の大きさは，生産額，相

対価格，実質利子率の順で

あった(第 10表参照)。と
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第 10表粗投資支出の短期弾力性

I 階層 H 階層

GI 116.4 263.1 

r 1.72 1.72 

(PM/W) 166.3 203.1 
A 

Q 2，128.0 4，341. 5 

弾 守γ -0.0107 -0.0159 

力 守(何/W) -0.262 -0.321 

性 守Q 1. 449 1. 028 

注(1) 回帰式 (v)を用いて計算した.

(2) GIは1967年度から 1983年度までの実質
粗投資額の平均値.他も同様.

りわけ，投資支出の生産額に対する弾力性は，相対価格，実質利子率に対する

弾力性と比較して格段に大きく，投資が生産額の変化に対して最も弾力的に反

応することが確認された。

最後に，第 6表の回帰式 (iv)に戻り，タイムダミー (1967-1969年度:0。

1970 -1983年度:1)の解釈である。このダミー変数は生産調整が農機具投

資に及ぼした影響をみる目的で (3.11)式へ付加されたものである。計測結果

によると，階層I， IIともダミー変数の回帰係数は負であり，特に階層Eにつ

いては生産調整以降の投資の落ちこみを有意に説明している。都府県各階層農

家について，農業粗収益に占める稲作収入の割合は生産調整以降急減するもの

の，米は依然として基幹的作物であり，農家にとっては最も安定的な収入源で

ある。また日本農業における機械化の進展が稲作部門を中心に展開したことを

考え合わせると以上の結果は，生産調整による農家の投資誘因の減少を示唆し

ているものと思われる。

注(1) 例えば，加藤 [14，233-238ページ〕参照。

(2) 投資支出に伴う調整費用 (adjustmentcost)の存在から， ラグの発生をそデノレ

内で説明づけたのは，アイ λ ナー=且トロッツである。このことは新古典派の投資

関数の欠点でもあった二本立ての理論構造(本稿3章 1節〉を理論面で克服したこ

とになるが，調整費用の実体的把握が困難であり，完全な実証には至っていない。

(3) 農業投資に伴うタイム・ラグの計測は前掲長南 [17Jでも行なわれている。ただ
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し分析手法は本稿とは異なる。

4. 結 語

本稿では新古典派のフレームワークを借りて，農機具投資を規定する要因の

定量的把握と，実際の投資支出に伴うタイム・ラグの計測を試みた。

1967年度以降の農機具投資は， 1975年度前後をピークとして，都府県各階層

農家でほぼ一律の動きをみせている。投資関数の推計により， 1975年度前後ま

での投資の増加は各階層とも相対価格 (p.lf/Hつの大幅な下落によってその大

半が説明されることを知ったが，それ以降， 1981年度までの投資の減少は，階

層 Iについては生産額の減少，階層Eについては資本蓄積による投資誘因の低

下がそれぞれ影響していたことが示された。すなわち，農機具投資の減少局面

では，経営耕地面積によって分類された 2つの階層について，投資変動の要因

が全く異なっていたことが指摘できる。

最適資本ストックへの調整過程で投資が発生するという仮定の下に計測され

た分布ラグは，タイムシリーズ・データの多重共線性を回避する意味から，比

較的単純な分布ラグ関数を想定した上で推計された。しかし，分布ラグの計測

を目的kナる軽盗関教が，農業部問についてほ殆2推許されていないため，本

稿の分析により計測された投資の調整速度に対し，客観的評価を与えることは

困難である。

最後に付表および付図に示したように経営形態別の生産動向，資本蓄積の様

相は経営問で大きく異なる。第 I種兼業農家の生産額は唯一高い成長率を維持

し，投下労働時間も 1977年度以降，一貫して増加傾向で推移している。 1970

年度に農機具資本ストックが，専業農家のそれを上回ると，その格差は年々拡

大する一方である。それとは対称的に稲作農家の生産額，投下労働時間は過去

二十余年間で激減し， 1976年度以降の農機具投資の減少も顕著である。以上

の点についてさらに詳細な分析は別稿へ譲る課題となる。
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付表都府県専・兼業農家，稲作農家における生産額(Q)，労働時間 (L)，

資本額 (K)の年当たり成長率
(単位:%) 
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注.稲作農家の生産額は他作物収入も含む.
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出所:付表と同じ.
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農家の投資行動

伊藤順

日本農業における機械化の進展に対し，従来行なわれてきた研究は，農家が実際に保

有する農機具資本ストックをその最適水準と比較することで，投資行動の経済合理性を

判断することに主眼が置かれていた。本稿は以上の考えとは視点を異にし，投資そのも

のに焦点を当て，現実の投資がどのように行なわれているかを探り，その行動原理の解

明を課題としている。具体的には投資関数の計測をとおして，投資支出に伴うタイム・

ラグおよび投資を規定している要因の定量的把握が目的である。

計iJ!lJの準備段階として，第2章でデータの整備を行なった。["農家経済調査」を用い，

農機具投資額，資本ストック額の関に整合性が保たれるよう推計を試み，その結果，都

府県各階層農家について 1976年度前後を中心とする資本ストックの急激な増加を観察

した。資本・労働の相対価格の下落が資本装備率の上昇をもたらしたことは通説である

が，石油ショック期におけるインフレーションの進展が，資本使用的技術進歩を惹き起

こした可能性も強い。

以上の考察をもとに，第3章では新古典派の考えを踏襲した投資関数を推計した。最

適資本ストックへの調整過程として投資が発生するという発想の下に理論モデ‘ルが構築

されているため，投資の分布ラグの計測が一義的な目的となる。計測結果によると，今

期も含めた過去3年間の調整過程で今期の純投資の少なくとも 80%以上を説明できる

ことが明らかとなった。さらに，分析期間 (1967-1983年度)を 1976年度で2区分し，

投資変動の要因分析を行なった結果，前半は各階層とも，資本・労働の相対価格の下落

がこの時期の投資の増加に大きく貢献しているのに対し，後半は小規模階層については

生産額の減少が，また大規模階層については資本蓄積が，それぞれ投資誘因を弱めてい

ることが確認された。
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